
　○地方消費税交付金（社会保障財源分） 千円

（積算内訳）

　○地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当対象事業費　　7,735,924千円

国庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
地方消費税

交付金
（社会保障財源）

その他

障がい者自立
支援給付費 1,607,546 803,772 401,885 0 0 35,896 365,993

生活等扶助費 751,050 561,787 4,250 0 2,000 16,346 166,667

学童保育運
営等補助金

187,499 60,587 60,587 0 0 5,924 60,401

こども園等
委託料

1,427,794 332,678 189,384 0 138,742 68,506 698,484

小中学生医
療費扶助費

94,000 0 0 0 10,810 7,430 75,760

介護保険事業 1,050,369 7,439 3,719 0 9,301 91,990 937,920

国民健康
保険事業

537,511 66,640 228,276 0 0 21,668 220,927

後期高齢者
医療事業

1,064,844 0 136,230 0 1 82,942 845,671

病院事業 778,755 0 5,964 0 0 69,025 703,766

各種予防
接種委託料

122,696 0 0 0 0 10,959 111,737

各種がん
検診委託料

113,860 0 0 0 9,600 9,312 94,948

7,735,924 1,832,903 1,030,295 0 170,454 420,000 4,282,272
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合　計

平成31年度 地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当経費

　平成26年4月1日より、消費税率が５％から８％へ引き上げられ、引上げ分の地方消費税収
（地方消費税交付金を含む。）については、「消費税法第１条第２項に規定する経費その他
社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費に充
てるものとする。」旨地方税法に明記されています。
　本市では、この趣旨を踏まえ、平成31年度当初予算における地方消費税交付金（社会保障
財源）の充当経費について、下記のとおり明示します。

【歳　入】

　　平成31年度当初予算額（地方消費税交付金）      1,020,000千円
　　うち地方消費税交付金社会保障財源分　　　　　　  420,000千円

【歳　出】

420,000

　平成31年度当初予算における地方消費税交付金（社会保障財源分）の充当対象事業
及び充当経費については、下表のとおりです。

【地方消費税交付金（社会保障財源分）充当事業一覧】 （単位：千円）

事　業　名
（対象経費名）

事業費
（経費）

財　源　内　訳

特 定 財 源 一 般 財 源
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